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住宅ローンの借入れが拒絶され、売買代金
を支払うことができず、売主から売買契約を
解除されて違約金等を支払った買主が、媒介
業者に対しては債務不履行に基づき、金融機
関に対しては不法行為に基づいて損害賠償を
請求した事案において、媒介業者に対する損
害賠償請求が認容された事例（東京地裁 平
成24年11月７日判決 ウエストロー・ジャパン）

１　事案の概要

本件は、住宅ローン借入れにより土地建物
を購入しようとした買主（原告）（Ｘ１及び
Ｘ２、併せて「Ｘら」という）が、借入れを
拒絶され、代金を支払うことができなくなり、
売主Ａ株式会社（以下「Ａ」という）から売
買契約を解除され、違約金（解決金）等を支
払ったことにつき、媒介を行った宅地建物業
者Ｙ１株式会社（被告）（以下「Ｙ１」という）
に対して、債務不履行に基づき、Ｘらから借
入れの事前審査申込みを受けていたＹ２銀行

（被告）（以下「Ｙ２」という）に対して、不
法行為に基づき、損害賠償金（Ｘ１につき
271万円余、Ｘ２につき250万円）等を求めた
事案である。
⑴　売買契約の締結

Ｘらは、平成20年９月７日、Ａから土地及
び同土地上の建物（以下、両者を併せて「本
件物件」という）を以下の内容で買い受ける
旨の契約（以下「本件売買契約」という）を
締結した。
①　売買代金　4500万円

②　支払方法　契約時に手付金225万円、平
成20年11月21日に残金4275万円を支払う。

③　特約　Ｘらは、本件売買契約締結後、住
宅ローンの借入れの申込みをし、その全部
又は一部につき同年10月２日までに借入れ
を受けられないときは、同月13日までの間、
本件売買契約を解除することができる（以
下「本件住宅ローン特約」という）。

⑵　Ｙ１との媒介契約の締結
Ｘらは、平成20年９月７日、本件売買契約

に先立ち、Ｙ１との間で、本件物件の購入に
関する媒介契約（以下「本件媒介契約」とい
う）を締結し、Ｙ１に対し、媒介報酬の半金
75万円を支払った。
⑶　本件売買契約の解除

Ｘらは、Ｘ１の団体信用生命保険への加入
が認められず、被告Ｙ２から住宅ローンの借
入れをすることができなかったため、残代金
の支払の遅滞に陥り、平成21年６月９日、Ａ
から本件売買契約を解除された。
⑷　ＡとＸらとの間の訴訟及び解決金の支払

Ａは、Ｘらに対し、本件売買契約に係る違
約金として各112万5000円の支払を求める訴
えを提起し、Ｘらは、Ａに対し、既払の手付
金各112万5000円の返還を求める反訴を提起
した（横浜地裁平成21年（ワ）第3376号違約
金請求本訴事件、同年（ワ）第4155号手附金
返還請求反訴事件）。同裁判所は、平成23年
３月９日、Ａの本訴請求を全て認容し、Ｘら
の反訴請求を棄却した。

Ｘらは上記判決について控訴し、控訴審に

最近の判例から ⑷−ローン特約と媒介責任−

住宅ローン特約による解除期限内の融資可否につき助言
を怠った媒介業者の債務不履行責任が認められた事例
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おいて、ＸらがＡに対し連帯して解決金200
万円を支払う旨の訴訟上の和解が成立した。
⑸　これを受け、Ｘらは、Ｙ１及びＹ２に対

し、損害賠償を請求する訴訟を提起した。

２　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示して、Ｘらの媒
介業者Ｙ１に対する請求を認容した。
⑴　Ｙ１の責任について

本件媒介契約に係る契約書には、Ｙ１が行
う業務として、売買契約の相手方との間で契
約条件の調整等を行い、契約の成立に向けて
努力することのほか、登記、決済手続等の目
的物件の引渡しに係る事務の補助を行う旨が
記載されており、宅地建物取引業者に対して
不動産の購入の媒介を依頼する顧客として
も、住宅ローンを利用して不動産の購入代金
を支払う場合には、宅地建物取引業者として
の専門的知識に基づき、住宅ローン利用のた
めに必要な手続の補助を受けることを期待し
ているのが通常である。そして、本件売買契
約には平成20年10月13日を買主からの解除権
行使の期限とする本件住宅ローン特約が付さ
れていたのであるから、Ｙ１は、住宅ローン
の借入れができず、売買代金の決済が不可能
となった場合に備えて、本件住宅ローン特約
上の解除権を行使して、Ｘらにおける損害の
発生・拡大を防止する機会を確保するために、
可能な限り借入れの可否についての判断が上
記期限までに示されることを目指して、Ｙ２
と交渉し、借入れに必要な手続をＸらに促す
などの助言を与える義務を負っていたという
べきである。

認定事実に照らせば、Ｙ１において、Ｘら
が速やかに借入れの申込みを行うよう助言を
与えることは容易であり、それを行っていれ
ば、Ｙ２から借入れができないことが上記期
限までに判明し、Ｘらは本件住宅ローン特約

に基づく解除権を行使することが可能であっ
たにもかかわらず、平成20年11月11日頃まで
の間、Ｘらは借入れの申込みをしておらず、
これはＹ１がＹ２との折衝の状況や必要な手
続を正確に説明せず、必要な助言等も行って
いないことに起因するものと認めることがで
き、Ｙ１は、Ｘらが本件住宅ローン特約によ
り本件売買契約を解除する機会を失ったこと
により生じた損害について賠償する責めを負
うものというべきである。
⑵　Ｙ２の責任について

Ｙ１はＸらの窓口となって住宅ローンに関
するＹ２との折衝に当たっていたところであ
るから、Ｙ２としては、ＸらはＹ１から必要
な助言を得ていたものと考えて当然であり、
Ｘらに借入れの申込みを積極的に促すなどの
義務を負うべき根拠は見当たらない。従って、
ＸらのＹ２に対する請求には理由がない。
⑶　損害について

認定事実に照らせば、Ｙ１に対して支払っ
た仲介手数料75万円に加えて、本件住宅ロー
ン特約による解除権を行使できず、Ａから返
還を受けることができなかった手付金225万
円及びＡに対して支払った解決金200万円に
ついても、それぞれＹ１の債務不履行と因果
関係のある損害と認めることができる。

３　まとめ

本件は、ローン特約に係る助言義務を怠っ
たものとして媒介業者の損害賠償責任が認定
された事例である。特に、本件の場合は、売
買当事者間の契約解除の問題として訴訟にな
り、高裁で和解が成立した後で、媒介業者へ
の責任追及がなされ、媒介業者の債務不履行
による損害賠償責任が認定された事案であ
り、媒介業者の助言義務について、実務上参
考となる事例である。

（調査研究部主任調整役）


